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いま、我が国において、「地方分権の推進」が極めて重要なキーワードとして

注目を集めており、各地方自治体にあっては、これまで以上に自主性.自立性を

持った厳格な行財政運営が求められている。本区では、これまで、「最少の経費

で最大の効果を挙げる」という行財政運営における原則を基本に、スクラップ・

アンド・ビルドという観点から事務事業の見直しと定員の適正化を絶えず行い、

高齢化、情報化、国際化という社会の動向にあわせた新たな課題に積極的に取り

組み、多様な区民要望に応えてきた。

しかしながら、バプル経済の崩壊から4年余、我が国の経済は、回復基調にあ

るとはいわれるものの、そのスピードは極めて緩慢であり足踏み状態との指摘も

あり、先行きの不透明感は依然として残っている。このため、主要な財源である

特別区税や都区財政調整交付金も大きな影響を受け、大幅な減収が続いており、

本区の財政状況は、これまでにない深刻かつ重大な局面に直面してぃる。本区で

は、この危機的な状況に対処するため、平成5年度に初めて、特定目的基金から

一般会計への資金運用という緊急避難的な措置を財源対策として講じることによ

り予算編成を行った。さらに、緊急財政対策特命委員会を設けて行財政にかかる

当面の対応策を検討し、新たな財源の確保と歳出面での執行抑制に努めた結果、

平成5年度決算では、基金からの運用金を執行することなく財政の主要指標を適

正水準内に収めることができた。しかし、平成6年度は、一層の財政環境の悪化

に伴い、最終的に、その決算において運用金を23億円執行せざるを得ない状況と

なった。また、平成7年度の当初予算においては、運用金の計上額が60億円に達

している。

本調査会は、このような区財政の危機的な状況を踏まえ、行財政の改善に資す

るため、 a)事務事業の見直し、②公共施設のあり方、(3)組織と定員の適正化、に

ついて、本年4月から、32回にわたって検討を進めてきたが、このたび、一定の

結論を得たので、ここに報告する。

行財政運営の改革は、常に、不断に取り組まなけれぱならない課題である。今

後、さらに、全庁をあげて行財政運営の効率化を目指して討議を進め、真に、区

民福祉の向上に繋がる区政を推進するよう努力する必要がある。

平成 7年H月20日

は じ め に

豊島区臨時行財政調査会

中長 原 昭会



区財政の現状

区財政を取り巻く環境は、バブル経済崩壊後の長期にわたる景気低迷の影響を受
け、かうて経験したことのない極めて厳しい状況下にある。このため、区の歳入の

中心をなす特別区税と特別区財政調整交付金の二大財源の歳入総額に占める割合は
平成元年度には、 69.3%(63,812,紡5千円)であったものが、平成6年度において

は、 50.9%(46,957,705千円)と、 5年間で18.4ポイント低下し、金額においても

約玲4億円落ち込んでいる。

歳入に占める特別区税・特別区財政調整交付金の割合の推移 d樹:ベース)
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このような特別区税と財政調整交付金の減収という状況があうたものの、区民の

切実な要望に積極的に応えるべく、様々な施策の充実に取り組み、区民福祉の維持

向上に努めた結果、歳出は平成4年度まで増加を続け、平成5、 6年度は2年連続

してマイ,ナスに転じたが、平成6年度の歳出総額は、平成元年度に比較し約36億円

'増となっている。
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増加する歳出に対処するため、本区は基金の取崩しゃ区債の発行等税収の好調な

時期に培ってきた財政の対応能力を最大限に活用してきた。その結果、平成元年度

以降6年間に発行した区債は約 4弱億円、基金の活用は約 276億円(取崩額 253億

円、運用釘3億円)となっている。
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このため、区債の残高は、'平成6年度末現在で、約 540億円'と平成元年度の3.0

倍を超え、これに士地開発公社への償還金を加えた本区の未償還元金は、約 696億
,

円と平成元年度の2.2倍である6

区債残高等の推移
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一方、年度間の財源調整や特定目的のために積み立てている基金の残高は、平成

元年度末の約 321億円から、平成6年度末では約 2茄億円と、船億円減少している

特に、年度間の財源調整に用いる財政調整基金と用地取得基金とを合わせた基金残

高はし'平成元年度の 191億円から8億円へと激減している。

基金'残高の推移
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Ⅱ 行財政改革にあたっての基本的な考え方

現在、我が国の景気回復の足取りは重く、このため、今後の区財政も、

今しぱらくは、厳しい状況が続くものと予想される。一方、少子・高齢化

の進行、高度情報化の進展、環境問題の深刻化、国際交流の活発化等々、

社会状況の変化に伴い区政に期待される課題は山積しており、また、阪神

・淡路大震災の教訓に基づく防災対策も喫緊の課題となっている。

このような厳しい行政環境のなかにあって、区行政は、その基本的責務

である区民福祉の向上を図る立場から、区民要望に基づく各種の施策を、

今後、、、、.より一層、効率的に展開していかなけれぱならない。本区において
,.

は、従来より、行財政運営の効率化・活性化、区民本位の行政の充実に向

けて種々の行財政運営の改善を図ってきている。特に、定員の適正化につ

いては、平成 5年度からの 3 か年計画である「行財政りフレッシュプラン

」により、 H0人に上る減員を達成し、新たな行政課題に振り向けてきて

いる。

しかしながら、今後の区財政の環境は一層の厳しさが予想され、しかも、

なお数か年継続するものと見込まれ、事務事業の繰り延べや基金・起債の

活用等による財政運営にも限界があることから、拡大した各種の事務事業、

公共施設等について、社会情勢の変化を見据えた見直しを徹底して行い、

また一方で、より簡素で効率的な組織機構の整備と定員の適正化を図って

いく必要がある。こうした対応策を推進するなかで、緊急の課題である地

域福祉や住宅、あるいは中小商工業振興、りサイクル、環境、防災などの

施策を中心に、限られた財源をこれまで以上に重点的かつ効果的に配分し、

区民生活の向上をめざすことで、本年3月に策定した基本構想《暮らし豊

ろ輝く都市》の実現を図っていかなけれぱならない。かに
^^

、ー、ー

のような基本的な考え方のもと、次の 3点について、本区の行政改革、ー

を推進する哉点から検討を行うたものである。

a)「事務事業の見直し」については、これまでにも継続的に取り組んで

きているが、今回改めて、近年の社会情勢の変化を踏まえ、拡大した予

算規模の適正化を図る観点から、全ての事務事業の再点検を行う。

②「公共施設のあり方」については、旧基本計画において計画された施

設がほぽ整備され、さらに、その後、補完計画としての新たな中期計画
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を策定し建設事業を推進してきた結果、公共施設の種類も数も格段に整

備されてきたといえる。そこで、新しい基本計画に向けて、社会状況の

変化等に対応した公共施設のあり方を検討し、施設体系の再構築を図る。

侶)・・「組織と定員の適正化」については、従来から積極的に取り組んでき

たが、'新たな行政課題や区民の多様な二ーズに対応していくため、常に

簡素で合理的な組織・機構、適正な定.員管理及び職員の能力開・発等の人

事管理を推進する。
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Ⅲ事務事業の見直し

1 見直しの視点

社会情勢の変化の中、事務事業の必要性や有効性、効果性、類似・重複し

ている事務事業の整理統合、・また、事務手続きゃ事務処理の簡素化・効率化、

さらに負担の公平性等々のあらゆる視点から見直しを行う。

2 廃止・休止・縮小する事務事業

山廃

事務事

止

区政情報電話案内

< 13

業

高麗清流園の管理運営

件

名

>

敬 老

説

としまテレフォンガイド事業のスタートに伴い

廃止とする。

ひとり暮らし高齢者宅

のインターホン設置

金 の

5

ねたきり高齢者への

見舞品支給

区民保養所としての立地条件や施設の老朽化か

ら廃止する。

支給

りフト付ハイヤー事業

在宅福祉の拡充に振り向ける。

ハローテレフォン事業等で代替が可能なため廃

止とする。

父母の休養事業

明

在宅福祉の拡充に振り向ける。

区立保育園の管理運営

類似事業である社会福祉協議会の事業に統合し

廃止とする。

補助事業である母子福祉会の事業に類似してい

るため廃止とする。

措置対象児童数の減少が続くことなどから、

園を廃止とする。

8



事務事業

休 日

労働

療

. 生活相談

所

うかん鳥による

空き缶回収事業

説

池袋保健所の改築に際し池袋・雑司が谷両診療

所を統合する。

公園・児童遊園指導員

区民センターで、類似する都の事業が実施され

ているため廃止とする。

三芳野外教室(小学校)

資源分別回収パイロットプランの実施地区から

順次、廃止する。

②休

巡回指導を強化することにより廃止する。

明

小学校の事業としては課題が多く廃止する。

止

事務事業名

総合情報誌の発行

< 5

生活産業プラザの

マルチビジョン

件>

地図情報デ

メンテナ

説

路上美術館の実施

緊急性を勘案。

中学生の海外派遣

伺

タの

ンス

5年に 1 度とする。

上

シンボルロー、ド整備のため。

明

実施方法の再検討のため。

9
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(3)'縮 ノ」、

事務事業名

公社ニュースの発行助成

< 13

外国語広報紙の発行

件>

職員

特別

報

説

の

発行回数の減。

借り上げ区民保養所

発行

民税

納報奨

ページ数の減。

身障者等機能回復

無料受術券の交付

隔月刊とする。

高齢者健康診査

%に減額する。

節目年齢健康診査

8 か所を 6 か所に、併せて契約室数を縮小する

明

修学旅行交通費助成

交付枚数の減。

青少年指導者養成事業

中

検査項目の見直し。

学校

スポーツ開放事業

同

スポーツ個人公開事業

%に縮小する。

区立図書館の視聴覚教育

関係事業

「自然体験教室」を廃止する。

上

゛

年次計画により、順次、管理員を廃止する。

プールを除き、指導員の減員を図る。

16叩フィルムの購入、映写機講習会を中止。

1 0
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3 事務事業の簡素・効率化

山各種イ.ベントについては、形式化しているものや類似のイベントを所管課

ごとに別々に実施してるものなどがある。事業目的を踏まえ、より簡素で効

率的な実施方法を再検討するため、原則として、開催経費の20%程度の節減

を図る。また、様々な記念式典や施設開設時でのイベント、レセプションな

どについても簡素化する。

く伊D としま区民芸術祭敬老大会プラザまつり

勤福まつりエポック10まつり花と緑のゆたか島

学校保健大会社教会館まつり成人の日など

②印刷物については、必要性や効果性等を十分に勘案し、極力、庁内での印

刷で済ませるなどの創意工夫による簡素化を図る。

侶)保養所等の受付窓口業務の・ム元化を図る。

予約状況の照会や受付業務の機械化、あるいは、公社や民間への委託化等

も含め、より効果的な利便性ある方法を検討する。

1 1

4 補助金・助成金の見直し

補助金及び助成金は、一定の施策を奨励する目的や各種団体の財政補完的な

目的から交付するものである。区財政の窮迫している現況から、団体活動助成

などについて見直しを行い、それぞれの補助事業について原則として10~30%

程度の縮減を図る。

5民間委託の推進

民間活力の活用が可能な分野にっいては、さらに委託化を推進し、行政の簡

素化・効率化を促進し、行政サービスの向上を図る。

①学校給食の自校方式は堅持しつつも、給食調理業務は、順次、委託化を

図る。保育園やその他の施設についても同様とする。

②公園、道路維持作業々務は、順次、委託化を図る。

⑧用務業務は、順次、委託化を図る。

④巡視業務は、当面開庁時のみとし、将来的に委託化を図る。

⑤授産場は、当面、シルバー人材センターに委託する。

⑥豊島荘は、平成8年度から、運営管理を民間企業に委託する。



6 受益者負担の適正化

行政サービスと受益が明確に対応するような事務事業については、区民間の

公平を図る見地から、そのサービスによって特に利益を受ける者から、その費

用の一部または全部の徴収を原則とすべきである。

(1)受益者負担の適正化

①区民農園について、その所要経費の一部を本人負担とする。

②商工業融資にかかる信用保証料については、その%程度を本人負担とす

る。

⑧ホームヘルパー派遣事業については、都基準を適用する。

④学童保育事業の「おやつ代」については、その全額を保護者の負担とす

る。

⑤各種講座等について、意識啓発・啓蒙普及的な講座や講演会を除き、材

料費等の実費のほか、開催経費(講師謝礼や参加者保険料等)の%程度に

ついても参加者の負担とする。

②施設使用料の設定

①無料施設の有料化

1 次の施設については、新たに使用料を設定する。

勤労青少年センター、社会教育会館、青年館、西巣鴨体育場

註有料化を検討する施設(当面は、無料)

一定の時間帯にっいて、排他的に団体使用を認める集会室や会議室な

どの施設。

く伊D 区民集会室、出張所会議室、ことぶきの家や児童館の多目的開

放室、学校開放教室、等々

蚤引き続き無料とする施設

目白厚生会館、心身障害者福祉センター、福祉作業所、生活実習所、

高齢者在宅サービスセンター、ことぶきの家、児童館、男女平等推進セ

ンター、郷土資料館、旧宣教師館、荒川野球場、図書館

②施設使用料の適正化

施設使用料適正化プロジェクトチームにより、各施設の使用料の見直し

を行う。

⑧区民保養所や三芳グランド等の平日利用を図るため、曜日別の効率的な

使用料設定を検討する。

i 平日の利用者への使用料割り引き

註拡大を図る区民以外の利用者への使用料割増し
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④施設使用料にかかる減免や区民以外の利用の制限等について、統一的な

基準による取扱いとするための規定整備を行う。

7 給付事業への所得制限

乳幼児医療費助成について、現行3歳未満児を就学前児に拡大し、新たに拡

大する部分に所得制限を導入する。

8 特別区税等の収納率の向上

平成6年度において、特別区民税及び国民健康保険料の収納率がいずれも低

調であり、また、各種貸付金の返還金や保育所入所負担金、生活保護返納金の

滞納額も増加しているため、これらの収納率の向上を図る。

収納率向上策の対象として、収納効果の高い口座振替利用の拡充や各種収納

金の同一債権者への共通催告(督促)、督励月間を定めて、夜間・休日等での

対応などを実施する。

9 その他の財源対策

(,1)平成8年度の予算見積もりにあたり、いわゆるシーリングを設定し、あら

かじめ、経費の削減を図る。

②私道排水施設助成事業や狭あい道路拡幅整備事業、商店街共同施設整備事

業、学校環境整備事業などについて、当分の間、予算計上枠を設定する。

(3)特別区財政調整需要額算定繰延措置の早期復元を都に強力に要請する。
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Ⅳ'公共施設体系の再機築

1 公共施設のあり方

山再構築の視点

現在の公共施設は、旧基本計画に基づいて体系化が図られ整備されてい

るが、旧基本計画の策定当時と今日では、社会状況や人々の意識にも変化

が見られる。したがって、今日、改めて、この公共施設体系の再構築を図

ることとした。その視点としては、まず第一には、少子高齢社会に対応し

た施設の見直しである。第二には、児童や高齡者という年齢階層別、ある

いは動労者や女性という属性別に、公共施設が計画されているが、各施設

とも多目的使用を容認しているところから、その使用実態を見ると必ずし

も施設目的どおりとはなっておらず、それぞれの機能の再検討が必要であ

り、効果的・効率的な施設体系とすべきである。

公共施設の管理運営、維持補修、改修・改築等の経費も膨大となうてお

り、今後に大きな課題を残している。

今後は、公共施設全体の観点から地域的なバランスを考慮し、各施設が

それぞれの地域で機能を補完し合い、多くの区民の共通した活動拠点とな

り得るように条件整備を進める必要がある。

②区内施設体系の再構築

①区民(文化)施設

区民センター・勤労福祉会館・勤労青少年センター・社会教育会館・

青年館・区民集会室は、、区民(文化)施設として体系化する。これら

の施設は、貸会議室・集会室として、また、生涯学習施設(カルチャー

センター)、区民が交流できるひろば機能を持つ施設として位置づけて

いく。

②男女平等推進センター

当面、現行どおりとする。将来的には、区民(文化)施設に取り込む

などの検討を行う。

館⑧児 ^

全ての区民の利用が可能となる新たな形態への抜本的な見直しを行う。

それぞれの館ごとに併設の現状や近隣の他の施設との状況等を勘案し、

生涯学習や集会、ひろぱ、学童クラブなどの必要とされる機能を個別に

検討する。

なお、抜本的な検討の結果が出るまでの間は、当面の措置として暫定
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的に 1小学校区 1児童館(適正配置後の小学校数23校に対応し、 23館)

とする。

④高齢者福祉センター・ことぶきの家

原則としては、児童館と同様の抜本的な見直しを行う。併設の現状や

近隣の他の施設の状況等を勘案し、各施設ごとに生涯学習や集会、ひろ

ぱなどの必要とされる機能を個別に検討する。また、高齢者在宅サービ

スセンターとの連携のあり方についての検討も行う。

⑤高齢者在宅サービスセンター

地域へのバランス的な配置を基本に、現施設の再配置、新規施設の建

設とともに、ことぶきの家や児童館等をはじめとする施設見直しの結果

による高齢者在宅サービスセンターへの転換をも図ることとする。

⑥授 場産

廃止を検討する。当面、シルバー人材センターに運営管理を委託する。

⑦区立保育園

措置児対象数が減少しており、今後も少子化傾向が顕著であること。

また、区外からの受託措置児数が極めて多いことから、32園のうち 5園

を廃止する。

なお、 0歳児・1歳児の定員増を考慮する。

施設の廃園後は、児童施設・高齢者施設・区民(文化)施設等として

計画的な活用方策を検討する。

⑧図 館書

完了した8館での体系化を継続する。地域的偏在については、隣接区

との相互利用により対.応する。

⑨区立体育館

豊島体育館、巣鴨体育館、雑司が谷体育館及び西巣鴨体育場(計画)

に加えて、上池袋二丁目施設(スポーツセンター)の完成により5施設

が整うことになる。

⑩福祉作業所及び生活実習所

国庫補助対象施設とする。このため、法内施設として位置づける検討を

行う。

幡)区外施設の方向

①区民保養所等

i 豊島荘平成8年度より運営を委託化する。

註高麗清流園廃止する。小学校の移動教室については、借り上げ

施設で対応する。

なお、施設廃止後は、施設計画の、なかで活用方策を

1 5



検討する。

秀山荘・猪苗代四季の里

利用効率の向上を図る。

②野外運動施設

三芳グランドは、利用効率の一層の向上に努める。特に平日の利用につ

いて創意工夫を図る。

⑧竹岡健康学園

園児が激減しており、一区での単独運営は限界にきている。他区でも

同様の状況があり、運営形態の抜本的な見直しを図る。

2 公共施設の建設と管理運営

a)公共施設の建設

旧基本計画において施設整備に努めた結果、施設数は、一定の水準に達

しっつぁると考えられるが、新たな行政二ーズからくる施設需要も、依然

として、強いものがある。しかしながら、後年度における施設の管理運営

経費や維持補修経費が区財政にとって大きな負担になりつつぁる。したが

つて、新規の施設建設事業は、その必要性及び緊急性、並びに後年度にお

ける財政負担などを見極めつつ計画化する。また、すでに、設置されてい

る施設や計画化されている施設については、改めて、その必要性や設置意

義等について見直しを図る。

なお、施設の維持補修についても、当該施設のライフサイクルの視点か

ら、計画的に実施されなけれぱならない。

②公有地の取得

公共用地取得は、当面、極力抑制する。

用地取得の償還金(公社及び起債等)は、今日の区財政に大きな負担と

なうている。したがって、豊島区土地開発公社の事業計画の策定にあたっ

ては、抑制を基調とした慎重な対応にすべきである。また、起債による場

合でも、後年度の償還額を考慮すると、慎重な対応にならざるを得ない。

③公有地等の有効活用

①士地建物の区有財産の現況全体を、その利用実態等を含め総括的かつ

恒常的に把握する部局を明確化し、情報の一元化とその活用を図る。

②学校の適正配置、公共施設の改築などによる用地の活用については、
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長期的展望のもとに計画化を図る。また、建設費用と維持管理経費をも

考慮した多様な手法の研究を進める。

⑧既存用地の付加価値を高めるため、用地の交換等により隣地の取得を

進めるとともに、目的を終えた用地については、処分(売却等)を検討

する。

④コミュニティ施設の運営管理

区民等による自主管理方式の採用と拡大を図る。区民集会室、ことぶき

の家及び児童館(学童保育を除く)、児童遊園などのいわゆる地域コミュ

ニティ形成の場として期待される施設については、区民の立場での自由な

発想による管理運営ができ、かつ、地域コミュニティの活性化につながる、

住民管理方式の実現に向けて検討を進める。

なお、当面、出張所等に併設の区民集会室については、開庁時の管理(

受付及び鍵の貸出し等)の委託を廃止し、当該施設の区職員が管理し、閉

庁時のみの委託化を図る。

⑤維持補修・改築業務のシステム化

現在、区有施設の維持管理補修業務については、それぞれの施設長や所

属長が個別の点検、補修のための予算要求等を行うことになっている。こ

のため、効率の悪さや維持の標準化、補修経過の把握等が不十分な状況に

なっている。これらの問題点について早急な改善を図る。

①施設維持補修計画を策定し、計画的かつ効率的な施設維持管理を行う。

②維持補修業務を統括する担当部局を明確化し、施設管理台帳の総括的

管理と施設維持補修計画の作成を行う。

③補修・改築工事の計画的な実施に向けて、将来的には「基金」の創設

を検討する。

④維持補修業務の簡素化を基本に、施設管理業務の委託方式等を検討す

る。
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V 組織と定員の適正化

1 組織・機構の見直し

a)組織・体制の再構築

少子・高齢化の進展等、社会経済情勢の変化に対応し、新たな行政課題

や住民の多様な二ーズに即応した行政サービスを展開できる体制の再構築

を行う。

①高齡者・障害者・児童等の福祉関連組織の窓口一元化及び福祉・保健

・医療の連携した組織の整備を図る。

②衛生部・保健所組織の再編成を行う。

⑧'住民記録・住民税・国民健康保険・国民年金・戸籍等の各情報システ

ムの活用により、収納業務・給付業務等の効果的推進を図る組織の再編

成を行う。

②組織・機構のスリム化

組織・機構の見直しについて、は、スクラップ・アンド・ビルドの徹底に

より、一層のスリム化を進める。

また、関連、類似事業及び小規模組織(課、係)の統合により、効率的、

効果的な組織の再構築を行う。

2 定員管理計画の推進

樹行財政リフレッシュプランの総括

①平成5~7年度(3か年) 140人減

②学童擁護業務の委託、学校警備業務の非常勤化による転職(務)の実

施平成5~7年度(3 か年):4 8人実施。

残り 34人(平成10年度終了予定)

⑧残された課題にういても引き続き実施する。

②定員適正化計画

①平成8年度から5か年計画で、 250人の定員削減を行う。

②定員の適正化は、退職不補充、転職、配置換え、業務の委託化、機械

化及び非常勤の活用等により推進する。

なお、宿日直業務については、登録一般職員の活用等による制度に改め

る。

⑧再雇用職員の定数内化

i 職務の位置付けについて、現行の「補助業務」ではなく、職務の範

囲と権限を明確にする。
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廿原則として、 1(一般職員)

し、併せて処遇改善を図る。

3 人事管理制度の改善

樹人事管理の適正化

能力主義に基づく適正な人事管理を進めるため、職員一人ひとりの能力、

適性及び業績等を的確に把握できる制度を確立しながら、個々の職員に着

目した人事管理制度の展開を図る。したがって、人事異動についても、職

域内の固定異動を改め、職種内異動の一般化に努めるとともに、適材適所

の配置を推進する。

②職員の能力開発と研修の充実

多種多様化している住民二ーズに的確に即応できる政策形成能力や、時

代を先取りできる創造的能力、さらにはニューメディアへの対応可能な職

員の能力開発、育成と人材確保に資する研修を推進する。

(3)職種の統合と人材活用の促進

職種の統合を図り、職種間異動を積極的に行い、幅広い人材活用を図る。

④人材派遣の活用

少数職種、専門職種を中心に人材派遣の活用を図る.。

⑤時間外勤務の抑制

総労働時間短縮の社会的要請も、あり、効率的な事務処理を図り、極力、

時間外勤務を抑制する。

⑥特殊勤務手当の見直し

特殊性について、今日的な視点で精、査し、廃止を含め見直し'を図る。

:0.フ(再雇用職員)により定数内化
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【豊島区臨時行財政調査会設置要綱】

置)(設

第1条行財政環境の変化に対応して、今後の豊島区の行財政運営のあり方の確立をめざ

し、行財政の改善計画の策定に資するため、豊島区臨時行財政調査会(以下「調査会」と

いう。)を設置する。

(所.掌事項)

第2条調査会は、次の各号に掲げる事項を所掌する。

住)事務事業の抜本的な見直しに関すること。

②公共施設体系の再構築に関すること。

信)行財政の体質改善に関すること。

(構 成)

第3条調査会は、会長、副会長及びメンバーをもって構成する。

2 会長は、収入役の職にある者とし、調査会を代表し、その事務を統括する。

3 副会長は、企画部長の職にある者とし、会長に事故あるときは、その職務を代理する。

4 メンバーは、総務部長、福祉部長、企画部企画課長、同財政課長、同長期計画策定担

当課長、総務部職員課長、同組織・定数管理担当課長、企画部企画課企画係長及び企画

部財政課財政係長の職にある者とする。

営)(運

第4条調査会は、必要に応じ、会長が招集する。

2 会長は、特に必要があると認めるときは、メンバー以外の者を調査会に出席させるこ

とができる。

会長は、調査会の検討状況について、随時区長に報告する。3

務)(庶

第5条 調査会の庶務は、企画課において処理する。

(委 任)

この要綱に定めるもののほか、調査会の運営その他必要な事項は調査会が定める。第6条

平成7年3月部日

区長決裁

21

付則

この要綱は、平成7年3月器日から施行する。

豊島区臨時行財政改革研究会(平成6年4月4日区長決裁)は廃止する。

1
 
2
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僅島区臨時行財政調査会の検討経過制
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